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第８１期決算公告（２０２６年３月期） 

 
 
 



―1― 

計算書類 
 

貸借対照表 （単位：百万円） 
 

科 目 
第81期 

2026年３月31日現在 
科 目 

第81期 
2026年３月31日現在 

(資産の部) (625,576) (負債の部) (280,492) 

流動資産 430,844 流動負債 253,722 

現金預金 27,106 工事未払金 93,117 

受取手形 2,152 未払金 10,304 

完成工事未収入金 264,115 未払法人税等 12,545 

販売用不動産 1,894 未払費用 104 

未成工事支出金 7,868 未成工事受入金 80,757 

短期貸付金 80,630 預り金 46,539 

工事関係立替金 21,488 修繕引当金 508 

その他 25,741 賞与引当金 3,962 

貸倒引当金 △153 完成工事補償引当金 830 

固定資産 194,732 従業員預り金 4,799 

有形固定資産 45,265 その他 252 

建物・構築物 17,489 固定負債 26,770 

機械・運搬具 6,116 繰延税金負債 11,641 

工具・器具備品 736 退職給付引当金 8,951 

土地 18,746 株式給付引当金 4,121 

リース資産 119 その他 2,055 

建設仮勘定 2,055 (純資産の部) (345,083) 

無形固定資産 6,755 株主資本 304,804 

ソフトウェア 4,614 資本金 28,463 

その他 2,140 資本剰余金 36,587 

投資その他の資産 142,711 資本準備金 36,587 

投資有価証券 74,686 利益剰余金 239,752 

関係会社株式 48,544 利益準備金 4,552 

⾧期貸付金 357 その他利益剰余金 235,200 

破産更生債権等 218 別途積立金 127,000 

⾧期前払費用 8,161 繰越利益剰余金 108,200 

前払年金費用 7,981 評価・換算差額等 40,279 

その他 2,980 その他有価証券評価差額金 31,901 

貸倒引当金 △218 繰延ヘッジ損益 8,378 

資産合計 625,576 負債純資産合計 625,576 
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Ⅱ.会計上の見積りに関する注記 
１．一定の期間にわたり収益を認識する工事における完成工事高の計上 
（1）当事業年度の計算書類に計上した金額 

 （単位：百万円）

 当事業年度 

完成工事高 503,797 

 
（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報 

①金額の算出方法 
履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積もることができる工事については、発生原価に基づくインプット 

法によって進捗度を見積もり、当事業年度末までの進捗部分の完成工事高を計上しています。 
②重要な会計上の見積りに用いた主要な仮定、重要な会計上の見積りが当事業年度の翌事業年度の計算書類に 
与える影響 

一定の期間にわたり収益を認識する方法による完成工事高の計算について以下の主要な仮定を用いています。
翌事業年度の計算書類への影響は以下の通りです。 

・工事収益総額 
 工事進行途上において顧客との合意にもとづく設計変更等が生じ、当該対価が適時に確定されず、工事収益 
総額の一部を見積りにより計上する場合があります（以下、当該見積りにより計上された工事収益総額の一部 
を「未契約請負額」という。）。発注者との交渉の進捗又は契約の締結に伴い見積りに変更が生じる可能性が 
あることから、未契約請負額を継続的に見直しています。 
・工事原価総額 

工事はその仕様や作業内容等において個別性が強く、さらに工事進行途上において工期の変更、想定外の費
用の発生、建設資材単価や労務単価等の変動、設計変更等が生じる可能性があることから、工事原価総額を継
続的に見直しています。 

上記の通り、一定の期間にわたり収益を認識する方法による完成工事高の計上は、一定の仮定にもとづいた
見積りが必要であり、不確実性及び工事現場責任者等の判断を伴います。よって、当該仮定や見積りについて
変更が生じた場合、翌事業年度の計算書類の完成工事高に一定の影響を与える可能性があります。 

 
 
Ⅲ．追加情報 
 従業員等に信託を通じて親会社の株式を交付する取引 

1. 株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ） 
当社は、インフロニア・ホールディングス株式会社のグループ全体の一体感の醸成を目的とすることに加え、株 

価及び業績と従業員の処遇の連動性をより高め、経済的な効果を株主の皆様と共有することにより、株価及びグル 
ープ連結業績向上への従業員の意欲や士気を高めるため、当社の親会社であるインフロニア・ホールディングス株 
式会社の株式（以下、「親会社株式」という。）を給付するインセンティブプラン「株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯ 
Ｐ）」（以下、「本制度」という。）を導入しました。 
（１）取引の概要 

本制度は、米国のＥＳＯＰ（Employee Stock Ownership Plan）制度を参考にした信託型のスキームであり、 
予め当社及び一定の要件を満たしたインフロニア・ホールディングスのグループ子会社（以下、当社と併せて 
「対象会社」という。）が定めた株式給付規程に基づき、従業員に対し親会社株式を給付する仕組みです。対 
象会社は、従業員に対し各年度の当グループ連結業績等に応じたポイントを付与し、一定の条件により受給権 
を取得したときに当該付与ポイントに相当する親会社株式を給付します。従業員に対し給付する株式について 
は、予め信託設定した金銭により将来分も含め取得し、信託財産として分別管理するものとします。 

（２）信託に残存する自己株式 
信託に残存する株式は親会社株式であるため、株主資本に自己株式として計上していません。 
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